
労働法制普及用 
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平成27年1月更新                      



 労働問題に関するたくさんの法律をひとまとめにして
労働法と呼んでいます。 
 
労働基準法 
労働契約法 
最低賃金法 
労働組合法 
男女雇用機会均等法         等があります。 
 

 
 
 
 
 

  労働者を保護するために労働法は定められており、
労働法について知識をつけておくことが、みなさん自身
の権利を守ることにつながります。 
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労働契約を結ぶとき 
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                                                             平成２５年 ３月３１日 

 那覇太郎     殿 

                           事業場名称・所在地 沖縄労働工業(株) (那覇市おもろまち2-1-1) 

      使 用 者 職 氏 名   代表取締役 沖縄花子 

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（ 平成 25年 4月 １日～ 平成 26年 3月 31日） 

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入 

１ 契約の更新の有無 

 [自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（   ）] 

２ 契約の更新は次により判断する。 

  ・契約期間満了時の業務量   ・勤務成績、態度    ・能力 

  ・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況 

・その他（                              ） 

就業の場所  沖縄労働工業(株) 本社 

従事すべき 

業務の内容 

 製品の出荷 

始業、終業の

時刻、休憩時

間、就業時転

換((1)～(5)

のうち該当す 

るもの一つに

○を付けるこ

と。)、所定時

間外労働の有

無に関する事

項 

１ 始業・終業の時刻等 

 (1) 始業（ 9 時 00 分） 終業（ 17 時 45 分） 

 【以下のような制度が労働者に適用される場合】 

 (2) 変形労働時間制等；（  ）単位の変形労働時間制・交替制として、次の勤務時間の

組み合わせによる。 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

  (3) ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。 

（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業） 時 分から  時 分、 

（終業） 時 分から  時 分、 

                     ｺｱﾀｲﾑ         時 分から  時 分） 

 (4) 事業場外みなし労働時間制；始業（ 時 分）終業（ 時 分） 

 (5) 裁量労働制；始業（ 時 分） 終業（ 時 分）を基本とし、労働者の決定に委ね

る。 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条 

２ 休憩時間（60）分 

３ 所定時間外労働の有無（ 有 ， 無 ） 

休   日 ・定例日；毎週  曜日、国民の祝日、その他（         ） 

・非定例日；週・月当たり 2 日、その他（          ） 

・１年単位の変形労働時間制の場合－年間  日 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

休   暇 １ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→  10 日 

         継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （有・無） 

         → か月経過で  日 

         時間単位年休（有・無） 

２ 代替休暇（有・無） 

３ その他の休暇 有給（  なし          ） 

         無給（育児・介護休業法による休業 ） 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

 

賃   金 １ 基本賃金 イ 月給（     円）、ロ 日給（     円） 

       ハ 時間給（ 700 円）、 

       ニ 出来高給（基本単価    円、保障給    円） 

       ホ その他（     円） 

       ヘ 就業規則に規定されている賃金等級等 

 

 

２ 諸手当の額又は計算方法 

  イ（皆勤手当 月5,000円 ／計算方法：欠勤なしの場合に月額固定        ） 

  ロ（通勤手当 日  200円 ／計算方法：往復1kmあたり20円。最高200円     ） 

    ハ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

  ニ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率 

    イ 所定時間外、法定超 月６０時間以内（ 25 ）％ 

              月６０時間超 （ 50 ）％ 

          所定超 （ 20 ）％ 

  ロ 休日 法定休日（ 35）％、法定外休日（ 25）％ 

  ハ 深夜（ 25）％ 

４ 賃金締切日（ 基本給 ）－毎月末日、（ 手当 ）－毎月末日 

５ 賃金支払日（ 基本給 ）－毎月10日、（ 手当 ）－毎月10日 

６ 賃金の支払方法（ 口座振替       ） 

 ７ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（互助会費）） 

８ 昇給（ 有 (時期等           ） ， 無  ） 

９ 賞与（ 有（時期、金額等        ） ， 無  ） 

10 退職金（ 有（時期、金額等      ） ， 無 ） 

 

 

退職に関す 

る事項 

１ 定年制 （ 有 （ 65 歳） ， 無 ） 

２ 継続雇用制度（ 有（  歳まで） ， 無 ） 

３ 自己都合退職の手続（退職する 14 日以上前に届け出ること） 

４ 解雇の事由及び手続 

 

 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 厚生年金基金 その他（    ）） 

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ） 

・その他 

 

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。 
  

 労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するも

の）の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者か

ら申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない

労働契約に転換されます。 

 

 

モデル労働条件通知書 
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 雇用保険 

 労災保険 

 健康保険 

 厚生年金保険 

 

 

 

  「各種保険」とは 

  病気や怪我をしたとき、出産をしたとき、失業したとき、
高齢になったときなど、働けなくなってしまうような様々
な場面で必要な給付を受けられるようにして、労働者の
生活を守ることを目的とした国が運営する制度です。 
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正社員とパート・アルバイトの社会保険等 
 正社員とパート・アルバイトでは社会保険等で差が生じる 

正社員 パート・アルバイト 

雇用保険 失業した場合に失業給付を受給。 

一定の条件（週20時間以上で30日以上の
雇用期間）をクリアしなければ加入できな
い。 

厚生年金 

適用年齢時に基礎年金の上乗せとして
厚生年金の支給が開始。 

保険料は事業主と労働者が折半して負
担 

一定の条件（労働時間正社員の３／４以
上、雇用期間2か月以上）をクリアしなけれ
ば、国民年金に別途加入。国民年金の受
給額は年額約78万円が上限。 

 

健康保険 

疾病等の際、3割のみ自己負担。家族も
扶養に入ることができる。 

本人以外の保険料は免除され、保険料
は事業主と労働者が折半して負担 

年金同様一定の条件をクリアしなければ、
国民健康保険に別途加入。保険料は所得、
加入する家族数に応じた計算のため、負
担が大きくなる。 

退職金 
就業規則に退職金の規定を設けた場合
は、退職時に退職金を支給。制度がなく
ても違法ではない。 

一般的に制度としては適用されない。 
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労災保険 健康保険（社会保険） 

対象 
業務上又は通勤途上の事由による労
働者（欄外※）のけが、疾病、死亡等 

左記以外の病気、けが、死亡等 

受診費用 全額保険により支払 
原則として保険により7割、受診者により
3割 

保険料 全額事業者が負担 事業主と被保険者が折半で負担 

保険者 国（厚生労働省） 
健康保険組合 

全国健康保険協会 

その他 
保険給付に上乗せして支払われる特
別支給金がある 

※１ 各労働者による加入手続を要しません。 

※２ 労働者以外（役員・自営業者など）のうち一定の要件を満たす者は、労災保険に特別加入することができます。 

労災保険はすべての労働者に適用され、健保より有利 
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 産前産後休暇（労働基準法第第６５条） 

   ・出産予定女性労働者は、産前６週間（双子以上の場合は１４週間）休暇を取得することができます。 

   ・使用者は、産後８週間は、就業させてはいけません（ただし、産後６週間経過後に、本人が請求し、医師が 

    認めた場合は就業できます）。 

 母性健康管理の措置（男女雇用機会均等法第１２条、１３条） 

   ・妊婦健診時間の確保 

   ・医師等から指導受けた場合は事業主はその措置を講じること 

 育児時間（労働基準法第６７条） 

   ・生後１年間、１日２回それぞれ３０分以上の休暇を取得することができます。 

 育児・介護休業法 

   ・原則として子供が１歳（一定の場合は１歳６か月）になるまで、育児休業を取得することができます。 

    男性も取得することができます。 

   ・要介護状態にある家族を介護するための介護休業制度があります。 

    対象家族に一人につき、要介護状態に至るごとに１回、最長で通算９３日間取得することができます。 

 

 妊娠又は出産したこと、産前産後休業又は育児休業などの申出をしたこと又は取得したことなどを理由として、
解雇その他不利益取り扱いをすることは、法律で禁止されています。 
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 「自己都合退職」は、「会社都合退職」と比較し、退職後の 
給付制限のほか、再就職活動時に「不利」な状況も。 

退職理由により出る「差」 

自己都合退職 会社都合退職 

雇用保険法にお
ける取扱い 

雇用期間1年以上から受給資格発生。 

給付制限期間（３か月）後に支給対象。
会社都合退職より支払時期が遅れる。 

雇用期間6か月以上から受給資格発生。
手続して１週間の待期期間後に支給対象。 

労働基準法にお
ける取扱い 

特に規定なし 

（各社の就業規則による。民法では2週
間前に申し出ることにより退職が可能。） 

解雇に該当する場合は、使用者に30日前
までの予告又は解雇予告手当（30日分以
上の賃金）の支払を義務づけ。 

再就職活動時に
おいて① 

離職後一定期間収入が途絶える中、再
就職活動を実施。 

離職後一定の給付を得ながら、再就職活
動を実施。 

再就職活動時に
おいて② 

自己都合退職の場合、面接の際に企業
から「辞めた理由は？うちの会社でもす
ぐ辞めるのでは？」と思われる。 

面接する企業も会社都合のため、止むを
得ない離職とみなし、自己都合退職に比
べて好意的な見方をする。 
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大卒等求人の見方(その1) 

 
1．会社の情報 

 求人を出している会社の基本的な情報が記

載されています。 

 事業内容や特徴はもちろん、ホームページが

ある場合は必ず見てみましょう。 

2．仕事の情報 

 今回募集している仕事の情報です。どのよう

な雇用形態で採用になるのか、どのような内

容の仕事を担当するのか確認しましょう。 

必要な技能資格を満たしているのかもチェッ

ク！ 

雇用期間の定めの有無も確認しましょう。

「正社員」採用の場合、原則「なし」になります。 

3．労働条件等 

 賃金について記載されています。 

賃金形態は「月給・日給・日給月給・時給」など

があります。 

「控除」とは給料から差し引かれるものをさし

ます。 

実際に手元に入る金額を「手取り額」です。 
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3．労働条件等（つづき） 

 休日や有給休暇、加入保険について記載さ

れています。 

県外希望で寮に入りたい場合は宿舎につい

て確認しましょう。会社が通学を支援する制度

があれば、ここに記載されます。 

5．補足事項・特記事項 

 ほかの項目で記載しきれないさまざまな情報

が記載されます。 

4．選考 

 受付期間や採用試験をいつ行うか、結果はど

のくらいで出るのか記載されています。 

 選考方法を確認して早めに準備をして、余裕

をもって試験に臨みましょう。 

大卒等求人の見方（その2） 

20 



 労働時間、最低賃金などは法律で定め
られています。 

 広告にある情報だけでは判然としない場
合もあります。 

○○商事(株) 
 

 正社員（営業事務） 
 

仕事内容 営業、事務 
       ※未経験者歓迎 
給料    月１１万～１８万 
       能力、業績に応じて昇給あり 
資格    要免許 
時間    ９：００～１８：００ 
休日    日曜、祝祭日 
       年末年始、GWほか 
その他   交通費支給（上限あり） 
       各種保険あり 
 

   〒○○ 那覇市・・・・・・       
   TEL ・・・・・・・  （担当・・・） 

那覇市 

● 会社の情報、仕事の情報、労働条件等の情報
等を確認し、不明な点は問い合わせたり、面接の
時に確認しましょう。 

● また、求人広告などの記載内容は、あくまで募
集条件であり、必ずしも、あなたが働く場合の労働
条件とは限りません。働き始める前に、労働条件通
知書でよく確認しましょう。 

求人広告 

張り紙 

急募 
 

ホール係 
 

時給 ６５０円～ 
１８時～２４時 
土日できる人 

 

委細面談 
 

TEL・・・・・・ 

法定労働時間（休憩除く） 
 

１日８時間、週４０時間 
 

 商業、接客娯楽業などで10人以下 
 

１日８時間、週４４時間 
 

変形労働時間制度を採用している場合も
あります。 
 

※ この求人の場合、休憩時間や変形労
働時間制の有無によっては、1週間の労
働時間が48時間となり、法定労働時間を
超えてしまいます。 

求人広告 

週40時間労働の
場合、1ヵ月の労
働時間は約173
時間となります。 
 11万円÷173
時間≒635円 

で最低賃金を下
回ります。 

最低賃金 
 沖縄：６５３円 
 

（月給の場合は 
時給換算） 
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連　絡　先 場　　所

沖縄労働局総合労働相談コーナー
０ ９ ８ － ８ ６ ８ － ６ ０ ６ ０

沖 縄 労 働 局 総 務 部 企 画 室

那 覇 総 合 労 働 相 談 コ ー ナ ー
０ ９ ８ － ８ ６ ８ － ８ ０ ０ ８

那 覇 労 働 基 準 監 督 署

沖 縄 総 合 労 働 相 談 コ ー ナ ー
０ ９ ８ － ９ ８ ２ － １ ４ ０ ０

沖 縄 労 働 基 準 監 督 署

名 護 総 合 労 働 相 談 コ ー ナ ー
０ ９ ８ ０ － ５ ２ － ２ ６ ９ １

名 護 労 働 基 準 監 督 署

宮 古 総 合 労 働 相 談 コ ー ナ ー
０ ９ ８ ０ － ７ ２ － ２ ３ ０ ３

宮 古 労 働 基 準 監 督 署

八重山総合労働相談 コ ー ナ ー
０ ９ ８ ０ － ８ ２ － ２ ３ ４ ４

八 重 山 労 働 基 準 監 督 署

※ 困ったときは 

※職業安定法などについては、ハローワークへ。 

  雇用均等法などについては、雇用均等室へ。 


